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研究費制度の議論の前提と文脈
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政策決定組織
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シンクタンク

（１）研究開発プログラムの意義

現状の研究開発は、研究開発課題の単位で行われることが一般的であ
るが、研究開発施策の目標に対する各研究開発課題の位置付け、関連付け
が不明確であるため、結果として各研究開発課題の総体としての効果が十分
に発揮されているとは言えない状況にある。また、競争的資金制度等の研究
資金制度については、制度として終期が設定されていないものや目的は示さ
れているが制度全体の目標が示されていないものも多い。

政策課題を解決し、イノベーションを生み出していくためには、研究開発課
題や競争的資金制度等の研究資金制度をプログラム化し、研究開発プログラ
ムの評価を実施することを通じて、次の研究開発につなげていくことが重要で
あり、研究開発課題よりも上位の階層である研究開発プログラムの階層にお
ける評価を導入・拡大する必要がある。・・・・

（２）研究開発プログラムの設定の基本的な考え方
① 研究開発プログラムにより解決すべき政策課題及び時間軸を明確にした

検証可能な目標を設定するとともに、上位の階層である施策における位置付
けが明確であること。

「国の研究開発評価に関する大綱的指針」抜粋
２０１２年１２月６日 内閣総理大臣決定



② 目標の実現に必要な研究開発課題及び必要に応じ研究開発以外の手段

のまとまりによって構成され、目標達成に向けた工程表（手段及びプロセス）が
明示されること。
③ 研究開発プログラムの推進主体と、個々の研究開発課題の実施又は推進
主体との役割分担及び責任の所在が明確であること。
④ 研究開発プログラムを構成する各研究開発課題に共通して、研究開発プロ

グラムの定める目標を達成するために必要なマネジメントと評価が行われるこ
と。

「文部科学省における研究及び開発に関する評価指針」抜粋
（改定2015年4月1日 文部科学大臣決定）

（5）研究開発プログラム評価

（ｆ）研究開発プログラムの企画・立案段階から、国、資金配分機関、ＰＤ･ＰＯ候補者等が
適切に関与・参画し、責任・権限関係や役割分担等が明確な形で実施され、研究開発プ
ログラムの評価は当該態様に適合した形で行われること。

総合科学技術・イノベーション会議
本会議（総理官邸）
２０１５年１２月１８日

第５期
科学技術基本計画決定

（２０１６－２０２０年）

２０１５ノーベル生理学・医学賞受賞者
大村智 北里大学特別栄誉教授
によるプレゼンテーション
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過去２００年の科学技術・大学制度の変遷
１９世紀｢制度化｣→２０世紀「体制化」→２１世紀｢戦略化｣

19世紀 ｴｺｰﾙ･ﾎﾟﾘﾃｸﾆｸ(近代高等専門教育）
1810 ﾍﾞﾙﾘﾝ大学（近代大学制度）､「科学者」「技術
者」誕生、科学の専門分科、技術との融合 近代化学

1870 ｷｬﾍﾞﾝﾃﾞｲｼｭ､ﾊﾟｽﾂｰﾙ研究所、土地供与法 電磁気学
学会・学会誌,”publish or perish”, ﾈｲﾁｬｰ､ｻｲｴﾝｽ誌

20世紀 ﾉｰﾍﾞﾙ賞開始､ 英と米･独の技術摩擦 原子物理学
1910   米NBS､ﾛｯｸﾌｪﾗｰ､ｶｰﾈｷﾞｰ財団 量子論､相対論

独ｶｲｻﾞｰ･ｳｨﾙﾍﾙﾑ協会 量子力学､遺伝学
1930  科学者の亡命･国際移動､ICSU

＜２度の世界大戦､科学技術の動員＞
1950 全米科学財団、NIH、AEC 分子生物学

＜冷戦､ｽﾌﾟｰﾄﾆｸｼｮｯｸ＞
大統領科学顧問制度､ＮＡＳＡ､ＣＥＲＮ､ﾋﾞｯｸﾞｻｲｴﾝｽ

1970 「成長の限界」､技術評価(ＴＡ)､ｱｼﾛﾏ会議
1990  冷戦の終結､情報通信革命

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾘｾﾞｰｼｮﾝ/地域統合,環境ｻﾐｯﾄ ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ､ｹﾞﾉﾑ
21世紀 世界科学会議:「知識のための科学」

+「平和､持続的発展､ 社会のための科学」
地球規模問題、世界大競争､ ｱｼﾞｱ･BRICSの台頭
知識社会」、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ政策､安全安心､分野融合
大学大競争、global scientific enterprise

伝統的な学問､技能
↓

西洋科学･技術の導入
明治維新､工部大学校､
東京大学｢文明の配電盤｣

理研､東大航研､東北金研
学術振興会
企画院

日本学術会議
科学技術会議､科技庁

日米貿易・技術摩擦

科学技術基本法･基本計画
総合科学技術会議
文部科学省
国立大学法人化、
学術会議改革

“第一世代
の大学”

“
第
二
世
代
の
大
学
”

“第三世代の大学”

20th Century

☆ Science for knowledge

Knowledge for progress

21st Century

☆ Science for knowledge

☆ Science for peace

☆ Science for Development

☆ Science in society &

Science for society

World Science Conference
(UNESCO/ICSU,1999)

'Declaration on Science and 
the Use of Scientific Knowledge' 
- Science for the 21st Century

A New Commitment , Social Contract -

Since 1999

World Science Forum 
Every 2 years 
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我が国の研究費制度の現状と論点
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研究費制度をめぐる議論の全体的背景

近年の研究開発ファンディングの
構造的変化

・政府研究開発投資総額の停滞
・基盤的経費の削減
・競争的資金の拡充
・特定の研究分野・領域への重点投資
・大型研究費制度の増加

国立大学等
の法人化

基礎的制度設計の再検討が必要

研究開発ファンディングの検討において、これまで分けて議論されがちだった高等教育
予算と科学技術予算をあわせて俯瞰することにより、総合的な視点からみて費用対効
果の高い、合理的な予算の枠組みを検討する。あわせて各省の予算とのシームレス化
を進め、科学技術イノベーションの創出促進を図る。

イノベーションが
低調、競争力停滞

基礎研究に係る
定量的指標が低下

真に革新的な研
究が不足

創造的な研究者の
育成が阻害

研究
不正

～研究活動をとりまく環境変化～

大学ランキング等への注目

ビブリオメトリクス等の隆盛 大学間国際
競争の激化

研究開発現場の
国際競争の激化研究者

研究機関（大学等）

競争的環境が形成され、
成果も挙がったが、一方で…

イノベーション創出の期待

事務等の業務量増大

脆弱なガバナンス



国立大学等
11,600

運営費交付金 10,945
改革強化推進補助金 126
改革基盤強化促進費 42

施設整備費 526

公立
大学
1,800
（H26）

設置者
負担額
1,772
（H26）

私立大学
3,400

経常費補助
3,153

教育研究活性
化設備整備 46
施設・設備費

202

国立研究開発法人等
（科学技術関係経費のみ）

7,900

情報通信研究機構
理化学研究所

宇宙航空研究開発機構
日本原子力研究開発機構

農業・食品産業技術総合研究機構
産業技術総合研究所 等
（NEDOおよびJSTを除く）

科研費 2,300

ＪＳＴ 1,000 戦略的創造研究推進事業 538 研究成果展開事業 229

ＮＥＤＯ 1,300 ナショナルプロジェクト 1,215

戦略的イノベーション創造プログラム（ＳＩＰ） 500

我が国の大学及び国立研究開発法人に対する公的資金支援の全体像

各種教育・研究事業等 1,100
博士課程教育リーディングプログラム 178   スーパーグローバル大学等事業 97 ＷＰＩ 96

平成27年度当初予算額
単位：億円

（注）科研費等の競争的性格をも
つ資金については、一部が産業
界等に配分されているが、ここで
は予算総額を記載。

AMED 1,200
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（注）出典：NISTEP「科学技術指標２０１５」（2015年8月）表1‐3‐9。OECD購買力平価換算。中国及び韓国は伸び率が非常に大き
いため掲載していない。

主要国の大学部門の研究開発費の推移

1996年を100としたときの指数

（年）



各国における大学への公的支援のイメージ

高

低
基盤的

経費中心
競争的
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数値データは科学技術要覧2014を参考に算出（データは2012年度（韓、仏、独は2011年度）、米国は私立大学も含めた値）
デュアルサポートとは、基盤的経費と競争的資金の双方で構成される公的研究開発支援のあり方を指す。

フランス 約33%
競争的資金の多くがCNRS等の国立
研究機関に配分

ドイツ 49%

基盤的経費は基本的に州が負担

韓国 32%
人件費以外はほとんど競争的資金

イギリス 58%

伝統的にデュアルサポートを維持

米国（州立） 29%

混合給与が一般化、人件費は9ヶ月分

日本 53%
近年基盤的経費が段階的に削減

中国 21%

近年競争的資金の規模が急拡大ロシア 9%

基盤的経費はモスクワ、サンクトペ
テルブルグ両大学に集中
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それぞれ独自の
制度的枠組みを
もつ各国で制度
改革が要請

数値は、政府の研究開発
投資全体のうち、対「大学」
が占める割合

研究費制度のあり方をめぐる多様な論点

ポートフォリオの論点
制度間のつなぎの論点 産学官連携

の論点研究開発フェーズ
別のポートフォリオ

分野別ポートフォリオ

人材育成の論点

資金の安定性・継続性

研究と教育の
ポートフォリオ 地域のポテン

シャル発揮

競争のあり
方の論点

事前評価・
事後評価
‐ 評価方式
‐ 評価者選定
‐ 利益相反
‐ 透明性

社会・産業上の
ニーズの把握

ハイリスク
研究

シームレスなファンディング

大型研究費 分野融合・
新領域開拓

大学改革との連関
連携体制の構築

選択と集中
‐ 地方大学の疲弊
‐ 研究費獲得の

自己目的化

ファンディング体制
‐ ＦＡ間の役割分担、連携

キャリアパス

制度改善の論点

形式化の抑制

分野別の配慮

不正使用防止

ＰＤ・ＰＯの役割・権限

間接経費

研究倫理、ＥＬＳＩ、アウトリーチ

基金化

資金受入れ体
制、研究支援体
制

基盤的経費・
競争的資金の
ポートフォリオ

研究者の
意識改革

不合理な重複防止

知財

研究時間の確保

若手・女性事務の簡素化

柔軟性の
向上
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CRDS「戦略プロポーザル 課題達成型イノベーションを実現するための研究開発
ファンディング・システム～研究開発のネットワーク化・組織化」（2013年3月）の要点

提言①－１ ファンディング機関の役割
と責任

Ａ．プログラム化

‐ 「国の研究開発評価に関する大綱的指針」
（平成24年12月）でファンディングのプログラム化
の重要性が指摘。

Ｂ．ファンディング機関間の連携強化

提言①－２ PD/POの役割と責任

PD/POは、単に個別研究課題の最大限の研究成

果の創出を目指す観点からだけでなく、広く国内
外に目を配り、優秀な産学官の研究者に活躍の
場を与え研究を組織化する観点から課題の採択・
マネジメント等を行うべき。

ファンディング機関は、そのような役割を果たす能
力、意欲、素養をもつPD/POを産学官から責任を
もって選出、任命し、PD/POに勤務形態や待遇等
の面で適切な活動環境を供する必要。

提言①－３ 設備・機器の有効な活用

設備・機器の共用のプラットフォーム構築等

提言②－１ 研究不正の防止と社会との
信頼関係の確保

各研究機関は研究者の倫理・行動規範等に関する
研修・訓練を充実し、ファンディング機関はそうした
取組みを支援すべきである。また、研究者の社会的
責務に関する理解を研究費の配分の前提条件とす
る仕組みの創設を検討することが望まれる 。

提言②－２ 安定的な体制の構築

提言②－３ 関連人材の確保

科学技術と社会との関わりに係る業務を総体的に
進めるための経費として、全ての競争的資金につい
て一定程度の資金枠を確保することを検討すべき。

提言③－１ 段階的審査方式の導入

再審査少額の研究費（一定期間）申請

産学官のチーム形成
マネジメント体制構築

本格的なファンディング

課題の明確化
シナリオの明確化

終期をフレキシ
ブルに決定

成果のシーム
レスな展開

再審査少額の研究費（一定期間）申請

産学官のチーム形成
マネジメント体制構築

本格的なファンディング

課題の明確化
シナリオの明確化

終期をフレキシ
ブルに決定

成果のシーム
レスな展開

提言③－２ 評価の信頼性等の向上

国民の視点から必要十分な評価の実施等
19

我が国の研究費制度をめぐる問題の構造の概要

イノベーションが
低調、競争力停滞

基礎研究に係る
定量的指標が低下

真に革新的な
研究が不足

創造的な研究者
の育成が阻害

研究資金の偏在

大学の機能分化等の
方針が固まらないまま
一部大学等の一部の
研究者に資金が集中

経常的経費の
継続的削減

地方大学等の研究者
への資金枯渇、研究
ストップ

各大学では
特に人件費
を削減

短期的
成果主義

研究
不正

間接経費の
手当て

一般管理的
経費の渇望

資金見通し
の不確実化

競争の過熱

研究チーム
の大規模化

第三層：研究成果に係る問題点

第一層：ファンディングの構造的変化

第二層：研究現場における問題点

期間終了後に
チーム解散、
研究インフラ・
ノウハウ散逸

国全体の論文生産性が低下

萌芽的・学際的・ハイ
リスク研究の停滞

研究時間
の圧迫

研究資金・体制の
不安定化

断片的・非効率なインフラ
整備、人材育成

研究費獲得の
自己目的化

硬直的な審査方式

競争的資金等の比重の増加・複雑化
政策目標
の重視

科研費の増額・
申請件数の膨大化

各種教育・研究事業の
非体系的な林立



国立大学の運営費交付金収入額と科研費配分額

絶対額 全国立大学の総計のうちの累積シェア

（データ出典）運営費交付金収入額については財務諸表データ。国立大学への配分総額は約9,938億円。科研費配分額データについては日本学
術振興会ホームページ上のデータ。予算ベースであり、特別推進研究、新学術領域研究（研究領域提案型）（新規領域）、基盤研究（S）、研究活動
スタート支援の新規課題及び奨励研究の当初配分でない額は一部含まれていない。国立大学全体に対する配分額は約1,309億円。
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日独米英の基礎研究分野の競争的資金の集中度

（データ出典）日本の科研費については日本学術振興会ホームページ上のデータ。2013年度予算額（特別推進研究、新学術領域研究（研究領域
提案型）（新規領域）、基盤研究（S）、研究活動スタート支援の新規課題及び奨励研究の当初配分でない額は一部含まれていない）。ドイツのDFG
については、Deutsche Forschungsgemeinschaft, Förderatlas 2012, p.76。2008～2010年予算の平均額（エクセレントイニシアティブ関連を除いた
額）。米国NSFについては、NSFホームページ上のHigher Education Research and Development Survey FY2012。2012年度予算額。英国RCｓについて
は、HE Finance Plus 2012/2013。 22
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国立大学の教員数とアクティブ研究者数
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（注）本図のデータには、包括性・正確性の面で多くの限界があることに留意が必要である。横軸の「教員数（本務者数）」は大学ポートレートの
データを用いているが、「本務者数」との指定はあるものの実際には特任教員等の人数が含まれている大学といない大学がある。また、大学
ポートレートには2014年度末の時点で次の大学の教員数データがないため、本図にはプロットされていない：九州大学、宮城教育大学、政策研

究大学院大学、群馬大学、山梨大学、島根大学、長崎大学、奈良女子大学。なお、表中の大学類型は「国立大学法人の財務分析上の分類」の
「Aグループ」から「Hグループ」に対応している。
縦軸の「論文５件以上／５年 研究者数」は、Scopusデータベースを用い、2006～2010年の間に５件以上の論文（整数カウント）を出版した研究者
数をカウントしたものである。従って、横軸の「教員数」とはデータ年次がずれている。また、5年間の間に所属機関を移動した研究者は除外して

いる。これは、ポスドクや大学院生を概ね排除することなどにより、横軸の「教員数（本務者数）」との対比をとりやすくするためである（移動した研
究者を含めるとダブルカウントが避けられないという技術的な問題もある）。いずれにしても、多くの制約下での分析となっていることで、本図は
あくまで近似的な傾向を把握するためのものとして位置づけざるを得ない。

さまざまな問題はあるが「アクティブな研究者数」を試算すると・・・

国立大学におけるアクティブ研究者の分布

24

さらに、文部科学省高等教育局による「国立大学法人の財務分析上の分類」における８類型のうち、教育大学及び文科系中心大学については、
全ての大学について「論文5件以上／5年」研究者数が25名を下回るため、本図には掲載していない。それらの大学は次の通りである：東京学芸

大学、大阪教育大学、愛知教育大学、北海道教育大学、奈良教育大学、兵庫教育大学、宮城教育大学、鳴門教育大学、福岡教育大学、上越
教育大学、京都教育大学、一橋大学、滋賀大学、福島大学、筑波技術大学、東京芸術大学、小樽商科大学、東京外国語大学。なお、表中の大
学類型は「国立大学法人の財務分析上の分類」の「Aグループ」から「Hグループ」に対応している。

（注）本図のデータにも包括性・正確性の
面で多くの限界があることに留意が必要
である。教員現員数としては大学ポート
レートのデータを用いているが、「本務者
数」との指定はあるものの実際には特任
教員等の人数が含まれている大学といな
い大学がある。また、大学ポートレートに
は2014年度末の時点で次の大学の教員

数データがないため、本図にはプロットさ
れていない：九州大学、政策研究大学院
大学、群馬大学、山梨大学、島根大学、
長崎大学、奈良女子大学。（東京工業大
学については、大学ポートレート上に教員
数データがあるが、唯一「論文５件以上／
５年」研究者数が「教員現員数」を上回っ
ているため本図では見かけ上プロットされ
ていないようにみえる。）
一方、「論文５件以上／５年 研究者数」
は、Scopusデータベースを用い、2006～
2010年の間に５件以上の論文（整数カウ

ント）を出版した研究者数をカウントしたも
のである。従って、教員現員数とはデータ
年次がずれている。また、５年間の間に
所属機関を移動した研究者は除外してい
る。本図は、このように多くの制約下での
マッピング表現であることに留意が必要
である。



13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

H22:FIRST/NEXT
強化費補助⾦

H23:地域イノベーショ
ン戦略⽀援プログラム

研究成果展開事業等(JST)

科学技術振興調整費

国⽴学校特別会計
(施設整備費、⾼等専⾨学校等への資⾦を含む）

独⽴⾏政法⼈運営費交付⾦・施設整備費等（JST競争的資⾦を除く）
私⽴⼤学等助成⾦（経常費補助⾦）

国⽴⾼等専⾨学校機構

⽂部科学省その他の競争的資⾦
等：⼥性研究者育成、理系学⽣の養成、国際活動
⽀援、⾰新的原⼦⼒システム技術開発委託費等

H25:研究⼤学強化促進費補助⾦

国家課題対応型
研究開発推進事業

H19:WPI
H19:基盤整備・先端⼤型機器等

私⽴⼤学（私⽴⼤学
等研究設備整備費等補助
⾦、私⽴学校教育研究装
置等施設整備費）

H14:21世紀COE

H23:博⼠課程教育 リーディングプログラム

H23:テニュアトラック普及・定着事
業（科学技術振興調整費「若⼿研究者の⾃⽴的研究環境
整備促進」事業（H18-22年）

H23:ポストドクター・
キャリア開発事業(H20
〜22年：科学技術振興
調整費「イノベーショ
ン創出若⼿研究⼈材養
成」事業、H23年：
「ポストドクター・イ
ンターンシップ推進事
業」)

H25:社会システム改⾰
と研究開発の⼀体的推進
に必要な経費（H22年：
科学技術振興調整費、
H23、24年:科学技術戦
略推進費）

H23:リサーチ・アドミニ
ストレーター

内局予算

H19:GCOE

10,000(億円）

（年）

特別運営費交付⾦
741(H16)⇒

1,258(H25)億円

戦略的創造研究推進事業等(JST)
(戦略的創造研究推進事業、新技術シーズ創出、先端的低炭素化技術開発、社会技術研究開発事業）

404(H13)⇒625(H25)億円

H17:地域結集型共同研究事業(JST)

再⽣医療実現拠点ネットワー
クプログラム(JST)

H20:国際科学技術共同研究推進事業(JST)

特殊要因運営費交付⾦

附属病院運営費交付⾦

国⽴⼤学運営費交付⾦のうち⼀般運営費交付⾦
9,785(H16)⇒8,618(H25)億円

科学技術戦略推進費（改名）

国⽴⼤学法⼈等
施設整備費補助⾦

H14地域における科学
技術振興に必要な経費

H15:⼤学知的財産本部整備
事業

発展型都市エリア産学官連携促進事業に必要な
経費

⼤学等産学連携⾃⽴化⽀援プログラム
（H20-21:産学官連携戦略展開事業、H22-23産学官協働環境整備）

先端融合領域イノベー
ション創出拠点形成プロ
グラム（（H18〜22:科
学技術振興調整費,H23
年:「産学官協働環境整
備」の⼀部）

20分の１
のスケール

4,000(億円）

3,000(億円）

2,000(億円）

1,000(億円）

20,000(億円）

タンパク3000プロジェク
ト(H14-18)

分⼦イメージング研究プログラム
(H17-21)

元素戦略プロジェクト
(H19-)

橋渡し研究加速ネット
ワークプログラム
(H24-)

第２期基本計画 第４期基本計画

⾰新的技術開発に関する研究の推
進に必要な経費

5,000(億円）

H21:FIRST/NEX
T

技術移転推進費(JST)

未来開拓学術研究推進事
業

未来開拓学術研究費補助
⾦

H25

特別推進研究

特定領域研究

新学術領域研究

基盤研究（Ｓ）

基盤研究（Ａ）

基盤研究（Ｂ）

基盤研究（Ｃ）

挑戦的萌芽研究

若手研究（S)

若手研究（Ａ）

若手研究（Ｂ）

研究活動スタート
支援

奨励研究

科研費若⼿B(配布額）

科研費基盤B（配布額）

科研費基盤C（配布額）

挑戦的萌芽研究（萌芽的研究（H13)、萌芽研究(H14-20))(配布額）

H14
若⼿研究（A)
若⼿研究（B)
萌芽研究（改名）

H18
若⼿研究
(スタートアップ)

H19
若⼿研究(S)

H20
新学術領域研究

第２期基本計画 第３期基本計画 第４期基本計画

科学研究費補助⾦（助成額）
1,580(H13)⇒2,318(H25)億円

国⽴⼤学等
（H25国⽴⼤学改⾰強化
推進補助⾦、H25⼤学教
育研究基盤強化促進費、
H23⼤学教育研究特別整
備費、H23-24教育研究
⼒強化基盤整備費、H21
⼤型特別機械整備費）

H13

特別推進研
究

特定領域研
究

基盤研究
（Ｓ）

基盤研究
（Ａ）

基盤研究
（Ｂ）

基盤研究
（Ｃ）

萌芽的研究

奨励研究

H22
研究活動スタート
⽀援（改名）

H21
挑戦的萌芽研究
（改名）

国⽴機関等（科学技術・学術政策研究所 、国立教育政策研究所、日本学

士院）

競争的性格をもつ主な研究開発資金の変遷

研究開発
（基礎）

研究環境整備

人材育成

科学研究費助成事業S40-

ポストドクター・キャリア
開発事業【H20】H23-

リサーチ・アドミニス
トレーターを育成・確
保するシステムの整
備H25-

168

3

178

2318(助成額）

229

92
538

21

5

54

36

62

戦略的創造研
究推進事業
（JST) 

厚生労働省
72

NEDO

1319

96 5

博士課程教育リーディング
プログラムH23-

研究開発
（実用）

テニュアトラック
普及・定着事業
【H18】H23-

Ｈ27

ＷＰＩ
H19-

研究開発
（基礎）

研究環境整備

人材育成

科学研究費助成事業S40-

2000

228

325

26

550

121

戦略的創造研究
推進事業等
（JST) 

厚生労働省

497国家課題対応
型研究開発推
進事業（分子イ
メージングプロジェ
クト、次世代ＩＴ基盤
構築のための研究
開発等)

73

研究開発
（実用）

ＷＰＩ H19-

産学官連携環境
整備H22-23

FIRST/NEXT
強化費補助
金
H22-25

400

296

122

120

NEDO

1976

科学技術振興調
整費(H13-H22)

研究開発
（基礎）

研究環境整備

人材育成

科学研究費助成事業S40-

1880

233

468495

127

戦略的創造研
究推進事業等
（JST) 

厚生労働省

404

国家課題対応型
研究開発推進事
業（タンパク３０００
プロジェクト等）

Ｈ17

395

124

77

NEDO

2194

科学技術振興調
整費(H13-H22)

地域における科
学技術の振興に
必要な経費H14-
23(知的クラスター
等）

研究開発
（基礎）

研究環境整備

人材育成

科学研究費助成事業S40-

1580

404

戦略的創造研
究推進費用等
（JST) 

厚生労働省

442

研究開発
（実用）

Ｈ13

343

82

48

科学技術振興調
整費(H13-H22) 112

農林水産省

NEDO

2056

農林水産省

88

4２
総務省

農林水産省

147
総務省

環境省

国立大学改革
強化推進補助
金H24-

298
経済産業省

：機関申請を主とするプロジェクト

265

グローバル
COE H19-25

382

21世紀COE 
H14-19

環境省

研究成果展開事業
（JST) (地域イノベーション創
出総合支援事業、先端計測
分析技術機器開発、等を統
合)H21-

地域における科学
技術の振興に必
要な経費H14-23
(知的クラスター等）

研究大学強化
促進事業H25-

研究開発
（実用）

総務省

農林水産省

Ｈ22

研究成果展開事業
（JST) (地域イノベーション創
出総合支援事業、先端計測
分析技術機器開発等を統
合)H21-

41
環境省

経済産業省

30
経済産業省

30
総務省

技術移転推進費
（研究成果育成推
進事業費等）（ＪＳＴ）

独創的シーズ展開事
業、先端計測分析技術
機器開発等（ＪＳＴ）

：各省は競争的資金のみを勘案

単位：億円（予算額を記載）

392※

FIRST/NEX
T
H22-25

※H21補正予算で基金化された
1500億円のうちH22年度の執行
額

※※ H25補正予算で基金
化された500億円のうち、
H27年度の計画値

未来開拓学術
研究推進事業

（JSPS) 

187

【】：科学技術振興調整費
等により開始された年度

社会システム改革と研
究開発の一体的推進に
必要な経費【H22】H25-

52

地域イノベーショ
ン戦略支援プログ
ラムH24-

AME
D

1248

経産
省

103

500
SIP
Ｈ26‐

先端融合領域イ
ノベーション創出
拠点形成プログ
ラム【H18】H24-

16 大学等シーズ・ニー
ズ創出強化支援事
業Ｈ25‐

113
ImPACT ※ ※

H25-

97
スーパーグ
ローバルＨ26- 24

大学の世界展
開力強化事業Ｈ
23-

12

大学教育再生加速
プログラムＨ26-

22
大学間連携共同
教育推進事業
H24

44
COC+ H27‐

13

科学技術人材育成のコン
ソーシアムの構築事業Ｈ26‐

国家課題対
応型研究開
発推進事業
（元素戦略プ
ロジェクト、
等）

現代GP

H16-20

3033
特色GP

H15-20
30魅力ある大学

院教育H17‐21

トップ30
H21‐25

30
組織的な大学院
教育改革推進プロ
グラムH21‐23

22

53
環境省



改革に向けた検討オプション ー効果と実現可能性
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改革の
オプション

改革により期待される効果
実現

可能性
大学等におけ
る裁量的資金
の確保

研究資金の
偏在
の緩和

研究資金・体
制の不安定化
の解消

研究時間の
圧迫
の緩和

萌芽的・学際
的研究の停滞
の解消

１．国立大学法

人運営費交付金
等の改革強化

○
（全体額の増に
よれば可能）

△
（設定される評
価指標による）

○
（安定的な裁量
的資金の増）

△
（機関評価に係
る業務は増大）

○
（大学の機能分
化の影響も）

△
（改革後の増
額は不透明）

２．人件費改革
（年俸制・混合
給与等）

○
（各大学による
改革努力次第）

×
（偏在を加速す
る可能性も）

△
（若手等の安定
的雇用は増）

△
（安定的な裁量
的資金の増）

△
（特定の分野へ
の偏りの恐れ）

○
（一部大学で
既に進展）

３．間接経費の
改革及び充実

○
（特に有力大学
で大きな効果）

×
（資金獲得競争
を促進、過熱）

△
（裁量的資金の
増による効果）

△
（URAの雇用増
等による効果）

△
（裁量的資金の
増による効果）

○
（制度設計は
比較的容易）

４．競争的資金

の俯瞰的整理・
改革

×
（裁量的資金に

は影響なし）

×
（偏在の状況に

は影響なし）

△
（長期資金が増
えれば効果有）

△
（分かり易い制
度になる効果）

△
（制度の大くくり
化による効果）

△
（府省間の調
整が必要）

５．新しい資金
制度の導入

○
（バランスの良
い配分も可能）

△
（偏在をコント
ロール可能）

○
（安定的な裁量
的資金の増）

△
（機関評価に係
る業務は増大）

○
（安定的な裁量
的資金の増）

△
（数多くの要
検討事項）

（注）本表にて改革のオプションに関する整理を行う目的は、各オプションの全体的位置づけを一覧性をもって表現することであり、表中の○△×が
大きく主観に依存した、厳密性を欠いたものであることはいうまでもない。また、各改革のオプションがもたらしうる効果は、本表に掲げられている項
目以外にも多く存在するものと考えられる。さらに、これらの改革のオプションは、相互に独立しているわけではなく、現実の改革の場面においてはこ
れらのオプションの複雑な組合せになることが想定されるが、本表では各オプションを単独で実施した際に期待される効果を記載した。
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拠点形成事業の経緯と現状



拠点形成事業制度の経緯

29

1992年 ・科学技術会議の諮問第18号
「新世紀に向けてとるべき科学技術の総合的基本方策について」に対する答申

・ 学術審議会答申「21世紀を展望した学術研究の総合的推進方策について」

(答申抜粋)

我が国が優れた研究成果の発信源となるためには、卓越した研究指導者、最新の研究
情報、優れた研究施設・設備、充実した研究支援体制を有する中核的な研究機能（以下
「センター・オブ・エクセレンス」という。）を育成していくことが課題

1993年 ・「中核的研究拠点育成制度」
（科学技術振興調整費) 国立試験研究機関を対象

1995年 ・学術審議会「卓越した研究拠点の形成について」
・「COE形成基礎研究費」 （日本学術振興会）

2001年 ・「戦略的研究拠点育成(SCOE)」（科学技術振興調整費）
・大学の構造改革の方針（遠山プランの一部）

2002年 ・「21世紀COE」

近年、WPI、先端融合イノベーション創出拠点形成、グローバ
ルCOEなどが行われ、拠点形成事業の重要性が一層拡大

事業名 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

2 終了
2 終了

3 終了
3 終了

3 終了
113 終了

133 終了
28 終了

9 8
(１件中断)

4
(４件中断)

終了
予定

9 8
(１件中断)

4
(３件中断)

3 2
(１件中断)

3
(１件追加）

5
1

3
63 終了

68 終了
9 終了

6 終了
1 終了

7
2

光・量子科学研究拠点形成に向
けた基盤基礎技術開発

7

TIA-nano 発足

地域卓越研究者戦略的結集プロ
グラム

2 終了

20
24

18
再生医療実現拠点ネットワークプ
ログラム

10

COI STREAM 12

博士課程教育リーディングプログ
ラム

戦略的研究拠点

21世紀COEプログラム

先端融合領域イノベーション創出
拠点の形成

ＷＰＩ

グローバルCOEプログラム

橋渡し研究支援推進プログラム
橋渡し研究加速ネットワークプロ
グラム

第2期基本計画 第3期基本計画 第4期基本計画

拠点形成事業の採択状況

数字は採択件数



 先端融合領域イノベーション創出拠点の形成
（H18～）21拠点

 橋渡し研究支援推進プログラム（H19～H23) 
7拠点

 TIA-nano（H21～）

 COI STREAM（H25～）

 21世紀COEプログラム（H14～H20）274拠点

 グローバルCOEプログラム（H19～H25)140拠点

 博士課程教育リーディングプログラム（H23～)

 世界トップレベル研究拠点形成
プログラム(ＷＰＩ）（H19～）9拠点

 光・量子科学研究拠点形成に向
けた基盤基礎技術開発（H20～）

 再生医療実現拠点ネットワーク
プログラム（H25～）

 戦略的研究拠点育成（SCOE）
（H13～H21）13拠点

 地域卓越研究者戦略的結集プロ
グラム（H21～H25）

教育研究の高度化

世界水準の研究推進

イノベーションを指向した
産学連携

拠点形成事業の枠組み（案）

拠点の形成経緯と支援終了
後の拠点の継続的な活動
状況を調査

：調査対象事業
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神戸

先端
医療
財団

女医

慶應

東北

調査対象事業の採択拠点ー日本地図

3
2

筑波

早稲

横市

信州

原研

海洋

広島 岡山

札医・北大・旭医

：SCOE（13拠点）
：先端融合（12拠点）
：先端融合（中断）（9拠点）
：橋渡し（7拠点）
：WPI（9拠点）
：グローバルCOE（140拠点）
：21世紀グローバルCOE （274拠点）

帯広畜産大学 山形大学

群馬

千葉

医歯大

東京外大

一橋
お茶大

工芸

明治

玉川

GRIPS

首都大

国学院

順天堂

中央

東洋

日大

法政

青山

上智

北里

二松学舎

聖路加看護

東京電機
国際基督

東海

理科大

横国

山梨

静岡大

浜松医

静県立

愛知

藤田保衛

日本
福祉

豊橋技科

名城

岩手

秋田

東京農工

電子通信

熊本

新潟

奈良先端
科学技術

神奈川

自治医

名工業

金沢

福井

北陸先端科学技術

岐阜

愛媛

鳥取

琉球

宮崎

佐賀

久留米

九州産業 九州工業

長崎

徳島

高知工業

近畿

兵庫県立

関西医

関西学院

大阪市立

大阪府立

同志社

京都薬科

立命館

関西大

長岡技術科学

富山医薬大

奈良女大

凡例： ・・・10億円
・・・5億円
・・・1億円

SCOE、先端融合、WPI、橋渡しに限れば、採択拠点が
所属する機関は全部で22機関。
その内、12機関（四角囲み）が複数の拠点を有する。

物材

産総研

東工

阪大

名大

京大

東大

北大

九大
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エビデンス整備の必要性

STI政策分野のエビデンスの現状とその問題点

• ＳＴＩ政策分野では、各種のエビデンスが各所に存在。

– 政府統計、予算データ、機関データ、論文・特許ＤＢ・・・

• ただしエビデンスの活用には多くの障害。

– エビデンスの全体体系が未整備。

– データ間の齟齬、データの定義の不明確さ。

– エビデンスを保有する組織間の壁。

・ 政策立案者等が必要な時に必要なエビデンスを入手できない！

・ どのデータを用いた分析が正しいのか分かりにくい！

‐ バイアスのかかったエビデンスが政策形成に用いられてしまう恐れも。

・ データの総合性がないため高度な分析が困難！

‐ 例えば機関のパフォーマンス分析の際に複雑な要因をコントロール困難。

（注）ここでは、「データ」は「エビデンス」（政策形成に資する知見ないし事実関係）の部分集合であり、「エビデンス」
は「データ」を様々なレベルに加工・処理したものを含むものとする。

34

問題点



総合的エビデンスマスタとは

• 「総合的エビデンスマスタ」は、ＳＴＩ分野の政策立案に資するエ
ビデンスの統合体。
– 政策の実施状況に関するエビデンス

– 研究開発実施組織に関するエビデンス

– 研究開発パフォーマンスに関するエビデンス 等

• ＳＴＩ政策の最重要課題である適確な政策目標の設定（柔軟な目
標の変更を含む）及び資源の効果的な配分に関して、政府の機
敏な意思決定をサポート。

• 関係機関の連携により構築。

• 優れた分析・プレゼンテーション能力及び多様な関係機関等と
の高度な連絡調整機能をあわせもつシンクタンク的な組織によ
り運用。

• 幅広い関係機関（多様なシンクタンク、政策助言組織、大学、研
究機関、政府等）及び関係者と共有。

35

総合的エビデンスマスタの位置づけと機能

36

ＣＳＴＩ

各省
調整機能

各省

科学技術政策
決定システム

国会
政党

重視すべき社会的
課題や分野領域

大学改革・研究費
制度改革等の方策

産学連携、社会との
対話の推進方策

研究助成機能
産学官のﾈｯﾄﾜｰｸ形成

研究開発実施機能

研究開発支援機能

・ 大学 ・ 研究開発法人
・ 企業 ・ NPO ・シンクタンクシンクタンク

総合的
エビデンスマスタ

連
携
に
よ
る

エ
ビ
デ
ン
ス
集
約

他の研究機関、
政策助言組織、

研究者等

幅広く共有

重点支援すべき
研究者、研究課題

・科学技術コミュニケーション、ＥＬＳＩ (倫理・法律・
社会的課題）、ＴＡ、評価、知的財産・ 標準化など



政策的必要性と技術的フィージビリティ

政策的必要性

• 国際競争の激化、ＩＣＴの飛躍的展開、財政状況の深刻化、若年
人口の縮小等、急速かつ巨大な変動の時代にあって、ＳＴＩ政策
分野においても機敏なレスポンスがますます要請される状況。

• 迅速な意思決定を支えるエビデンス生成の仕組み構築が必要。

技術的フィージビリティ

• ＳＴＩ分野では、関係機関においてデータ整備が急速に進展し、必
要なエビデンスが概ねそろう状況。
– 科研費ＤＢ（ＪＳＰＳ）、ＦＭＤＢ（ＪＳＴ）
– 各機関財務諸表、大学ポートレート、Researchmap
– サイエンスマップ（ＮＩＳＴＥＰ）、俯瞰報告書（ＣＲＤＳ） 等
– 非公表のデータも多く、その統合によるポテンシャルは大きい。

• ビッグデータの時代を迎え、近年のＩＣＴの進展等により強力な
分析ツールが登場しつつあり、多面的な分析が可能に。
– ＩｎＣｉｔｅｓ（トムソン・ロイター社）、ＳｃｉＶａｌ（エルゼビア社）
– 各大学・国立研究開発法人においてもＩＲ活動が拡大
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Ａ．政策立案・評価

科学技術基本計画等の
実施状況モニタリングのためのデータ

（例） 競争的資金制度改革の進捗状況
研究倫理関連の取組み状況
テニュアトラックの導入状況
女性研究者比率

目的：STI政策のPDCAの実現

Ｃ．研究動向把握

有望な研究テーマ・研究者の
特定に必要なデータ

（例） サイエンスマップ
各研究分野の俯瞰
個々人の研究資金履歴
個々人の論文、特許履歴

目的：戦略的資金配分の実現

Ｂ．組織体制分析

各大学・国立研究開発法人の組織と
パフォーマンスに関するデータ

（例） 財務構造・人材構成
論文、特許
輩出人材の進路
共同・受託研究件数

目的：組織体制改革の検討

・政策は計画通り実施
されているか。

・政策目標は達成され
ているか。

・各機関が適切な役割を
果たしているか。

・国全体のリソース配分
構造は適切か。

・エマージングな研究
分野はどこか。

・シームレスなサポー
トをいかに行うか。

総合的エビデンスマスタ

総合的エビデンスマスタの３つの目的



Ａ．政策立案・評価

科学技術基本計画等の
実施状況モニタリングのためのデータ
（例） 競争的資金制度改革の進捗状況

研究倫理関連の取組み状況
テニュアトラックの導入状況
女性研究者比率

目的：STI政策のPDCAの実現

Ｃ．研究動向把握

有望な研究テーマ・研究者の
特定に必要なデータ

（例） サイエンスマップ
各研究分野の俯瞰
個々人の研究資金履歴
個々人の論文、特許履歴

目的：戦略的資金配分の実現

Ｂ．組織体制分析

各大学・国立研究開発法人の組織と
パフォーマンスに関するデータ
（例） 財務構造・人材構成

論文、特許
輩出人材の進路
共同・受託研究件数

目的：組織体制改革の検討

内
閣
府
「
把
握
・所
見
調
査
」

Ｃ
Ｓ
Ｔ
Ｉ
「
基
本
計
画
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
」

科
研
費
Ｄ
Ｂ

Ｆ
Ｍ
Ｄ
Ｂ
・Ｊ
Ｓ
Ｔ
知
識
イ
ン
フ
ラ

ｅ
ー
Ｒ
ａ
ｄ

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ

「
大
学
ベ
ン
チ
マ
ー
キ
ン
グ
」

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ

「
博
士
人
材
Ｄ
Ｂ
」

Ｎ
Ｉ
Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ

「
ポ
ス
ド
ク
調
査
」

・財務諸表
・学校基本調査
・総務省科調統計
・大学ポートレート
・大学四季報
・WoS、Scopus
・Researchmap
・Derwent
・・・

世界大学
ランキング

CRDS俯瞰報告書 サイエンスマップ

・Google scholar

・J‐Global foresight

総合的エビデンスマスタと既存のエビデンスとの関係

エビデンスの「積み上げ関係」のイメージ
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研
究
実
績

資
金
獲
得
履
歴

財
務

人
材

教
育
実
績

履
歴
・
経
歴

大
学
院
教
育

シ
ス
テ
ム

改
革

各
研
究
分
野
・

課
題
推
進
実
績

研
究
動
向

研
究
動
向

把
握

多様性

論文
生産性

拠点
形成

国際共
著論文

収支
構造

アクティブ
な研究者

論文以外
の実績

博士
人材

注目研究者

注目研究

注目分野

キャリア
パス

資金の
集中度

：具体的エビデンス例

資金制度
マップ

国際性

研究者ネットワーク

社
会
貢
献
・
産
学
連
携
実
績

予
算

Ｃ

Ｂ

政
策
立
案
・

評
価

Ａ

研究者個人
／グループ
レベル

機関レベル

国レベル

流動性

研究
時間

組
織
体
制

分
析
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第５期科学技術基本計画と研究費制度

我が国の制度的枠組みの方向性について

「これまでの20年間にわたる研究開発投資の効果を最大限に引き出す
という観点から、科学技術イノベーション人材を巡る諸問題の解決に
向けたシステムの改革と、大学及び国立研究開発法人の組織改革及び
機能強化を進めることは特に重要である。」

「科学技術イノベーションを推進する上で、その中核的な実行主体で
ある国立大学の組織を抜本的に改革し、機能の強化を図ることが喫緊
の課題であり、国立大学改革と政府の研究資金制度改革とを一体的に
推進する。」

第５期科学技術基本計画

第３期中期目標期間における国立大学法人運営費交付金の在り方に関する
検討会の「審議まとめ」（平成 27 年６月 15 日）

「第３期中期目標期間における国立大学法人の目指す姿を、各国立大
学が形成する強み・特色を最大限にいかし、自ら改善・発展する仕組
みを構築することにより、持続的な「競争力」を持ち、高い付加価値
を生み出していくことにある。」



第５期科学技術基本計画期間中に求められる改革

CRDS中間報告書（2014年11月） 現在必要と考えられる改革

改革のオプション

①運営費交付金等の改革強化

②人件費改革（混合給与等）

③間接経費の改革と充実

④競争的資金の俯瞰的整理

⑤新しい制度の導入

一部実現

一部実現

次第に進展

一部実現

停滞

しかしその後 ・・・ 大きな環境条件の変化

①国立大学財政の更なる悪化

②国立大学改革の本格的実施段階への移行

問題意識

①国内の研究資金の偏在

②研究資金・体制の不安定化

③研究時間の圧迫

我が国の
研究力と
人材育成
を阻害

解消する必要があるのでは？

追加の問題意識

①国立大学は今後どうやって資金源を

確保していくのか？

②国立大学のミッションの分化に対応し

た研究費制度が必要ではないのか？

改革の方向性

①大学側と行政側の双方で、人件
費改革や間接経費の確保、民間資
金の導入拡大に向けた努力などを
一層進めるとともに、

②大学改革を促すトップダウンの制
度から、各大学において既に動き
出している自立的取組み（国際化、
産学連携、教育改革等）を支援する
制度への転換

提言案の内容
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大学改革を促すトップダウンの制度から、各大学で動き
出している自立的取組みを支援する制度への転換

（制度の具体例）
・JSTやNEDOにおける小型資金の量的拡大・柔軟化
→ 重点支援枠①型大学などによる地域企業や自治体とのシーズ共創を支援

・海外の第一線級の教育研究ユニットの誘致とキャンパスの海外立地を支援する制度
→ 重点支援枠③型大学などによるピンポイントの研究領域強化を支援

・各大学において特徴ある分野の強みの形成を促す制度
→ 重点支援枠①型大学などで民間資金を引き寄せるうえでの基盤形成を支援

制度設計にあたっては、
・研究者・大学側の多様なニーズに対応できる柔軟性を確保
・エビデンス及び大学側と行政側の対話を重視

大学側と行政側の双方で集中的な取組みが必要

大学側 行政側• 人件費改革（混合給与等）

• 民間資金の導入拡大に向け
たグッドプラクティスの案出・
共有・実施

• 大学病院のポテンシャル発揮

• 間接経費の確保

• 各種教育・研究事業の俯瞰
的整理・体系化

• 国立大学法人会計システム
の改革・税制改革

資金確保に向けた一層の改革努力

大学の自立的取組みを支援
する研究費制度の確立


